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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 当社連結子会社のYONEX TAIWAN CO., LTD.において元会計課長による過年度にわたる金員の横領が判明したため、当

該不正の内容につき調査し、連結財務諸表の記載内容について見直しを行いました。 

 その結果、連結損益計算書に303,872千円の特別損失を計上したことにより、税金等調整前当期純損失は4,696,902千

円となり、当該特別損失に関する法人税等調整額100,535千円を計上した結果、当期純損失は5,182,359千円となりまし

た。 

 連結貸借対照表では、受取手形及び売掛金が5,449千円減少、前払費用及び仮払金（流動資産のその他）が2,786千円

減少、繰延税金資産が105,017千円増加、固定化営業債権（投資その他の資産のその他）が321,799千円増加、貸倒引当

金が321,799千円増加、支払手形及び買掛金が310,018千円増加、未払費用（流動負債のその他）が3,546千円増加、為

替換算調整勘定が13,445千円増加した結果、利益剰余金は203,336千円減少しました。 

 これらを訂正するため、証券取引法第24条の２第１項の規定に基づき有価証券報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。 

 会社法計算書類につきましては、過年度の訂正は行わず、第50期（自 平成18年４月１日、至 平成19年３月31日）

に一括して処理する予定としております。 

 なお、訂正後の連結財務諸表については、監査法人トーマツにより監査を受けており、その監査報告書を添付してお

ります。 



２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

(1）連結経営指標等 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

(1）業績 

(2）キャッシュ・フロー 

７ 財政状態及び経営成績の分析 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 概要 

⑤ 経常利益及び税金等調整前当期純利益 

⑥ 法人税等 

⑦ 当期純利益 

(3）流動性及び資金の源泉 

第５ 経理の状況 

２． 監査証明について 

１  連結財務諸表等 

(1）連結財務諸表 

① 連結貸借対照表 

② 連結損益計算書 

③ 連結剰余金計算書 

④ 連結キャッシュ・フロー計算書 

注記事項 

(連結損益計算書関係） 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

(税効果会計関係） 

(セグメント情報） 

[事業の種類別セグメント情報] 

[所在地別セグメント情報] 

(１株当たり情報） 

(重要な後発事象） 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿線で示しております。 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

(訂正前) 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第49期の当期純損失は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものでありま

す。 

３．第46期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．第49期を除く潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

５．第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

６．第49期の自己資本利益率、株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 28,663,807 30,755,676 31,642,743 33,318,184 34,388,186 

経常利益（千円） 1,624,828 2,437,212 2,587,895 2,774,009 1,566,205 

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
663,917 1,222,917 1,302,777 1,314,397 △4,979,022 

純資産額（千円） 29,871,508 30,652,786 31,532,782 32,517,769 27,384,313 

総資産額（千円） 40,260,447 41,906,096 42,612,227 43,980,195 38,864,279 

１株当たり純資産額（円） 1,276.51 1,309.92 1,347.81 1,390.55 1,171.87 

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円） 
28.37 51.62 54.85 55.41 △213.06 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 74.2 73.1 74.0 73.9 70.5 

自己資本利益率（％） 2.3 4.0 4.2 4.1 － 

株価収益率（倍） 14.5 9.0 14.2 23.1 － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
885,134 3,103,245 1,603,334 2,050,893 784,080 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△485,872 △566,182 △794,992 △450,007 △1,105,858 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△269,371 △299,868 △291,093 △384,752 △389,894 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
6,634,290 8,850,983 9,348,595 10,563,297 9,913,425 

従業員数（人） 

［外、平均臨時雇用者数］ 

1,122 

[－] 

1,117 

[－] 

1,172 

[－] 

1,210 

［－］ 

1,243 

［－］ 



(訂正後) 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第49期の当期純損失は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものでありま

す。 

３．第46期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．第49期を除く潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

５．第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

６．第49期の自己資本利益率、株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 28,663,807 30,755,676 31,642,743 33,318,184 34,388,186 

経常利益（千円） 1,624,828 2,437,212 2,587,895 2,774,009 1,566,205 

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
663,917 1,222,917 1,302,777 1,314,397 △5,182,359 

純資産額（千円） 29,871,508 30,652,786 31,532,782 32,517,769 27,167,531 

総資産額（千円） 40,260,447 41,906,096 42,612,227 43,980,195 38,961,061 

１株当たり純資産額（円） 1,276.51 1,309.92 1,347.81 1,390.55 1,162.59 

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円） 
28.37 51.62 54.85 55.41 △221.77 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 74.2 73.1 74.0 73.9 69.7 

自己資本利益率（％） 2.3 4.0 4.2 4.1 － 

株価収益率（倍） 14.5 9.0 14.2 23.1 － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
885,134 3,103,245 1,603,334 2,050,893 784,080 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△485,872 △566,182 △794,992 △450,007 △1,010,938 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△269,371 △299,868 △291,093 △384,752 △389,894 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
6,634,290 8,850,983 9,348,595 10,563,297 10,013,945 

従業員数（人） 

［外、平均臨時雇用者数］ 

1,122 

[－] 

1,117 

[－] 

1,172 

[－] 

1,210 

［－］ 

1,243 

［－］ 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

(訂正前） 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰とＩＴ関連分野の在庫調整など懸念されたものの、期を

通じ踊り場局面はほぼ脱却した見方のもとで、設備投資の増加、個人消費の持ち直しなど、景気は底離れから緩や

かながら回復基調が続きました。 

 世界経済は、米国や中国では景気拡大が継続し、欧州では緩やかな回復が見られました。 

 スポーツ用品業界におきましては、市場を牽引する大型イベントもなく、市場拡大が見込めない状況下にあっ

て、競技スポーツ人口が伸び悩む一方で、需給バランスの乱れから価格競争もより一層激化し、個人消費とともに

回復の兆しが見えないままに推移し、総じて厳しい状況にありました。 

 また、スポーツ施設業界では、ゴルフにおいて女子プロゴルファーの活躍等により、緩やかな回復の兆しが見え

てまいりました。 

 このような状況の中で当社グループは、「独創の技術と最高の製品で世界に貢献する」を経営理念に掲げ、「健

康」をテーマに世界のお客様の満足にお応えする「体に優しい物づくり」を進めるとともに、新理論・新素材・新

機能・デザインならびに品質向上に裏づけされた高付加価値商品の開発・宣伝・販売・サービス・マーケティング

に積極的に取り組み、製・商品を市場に投入してまいりました。 

 以上の結果、当期の連結売上高は343億88百万円（前期比3.2％増）と増加しましたが、経常利益は為替が円安に

推移したことによる仕入原価の上昇とシャトルコックおよび原油価格の高騰等による原材料の調達コスト上昇によ

り15億66百万円（前期比43.5％減）と減少しました。また、減損会計導入に伴い固定資産の減損損失を59億30百万

円計上しましたので、当期純損失は49億79百万円（前期は13億14百万円の純利益）となりました。 

(訂正後） 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰とＩＴ関連分野の在庫調整など懸念されたものの、期を

通じ踊り場局面はほぼ脱却した見方のもとで、設備投資の増加、個人消費の持ち直しなど、景気は底離れから緩や

かながら回復基調が続きました。 

 世界経済は、米国や中国では景気拡大が継続し、欧州では緩やかな回復が見られました。 

 スポーツ用品業界におきましては、市場を牽引する大型イベントもなく、市場拡大が見込めない状況下にあっ

て、競技スポーツ人口が伸び悩む一方で、需給バランスの乱れから価格競争もより一層激化し、個人消費とともに

回復の兆しが見えないままに推移し、総じて厳しい状況にありました。 

 また、スポーツ施設業界では、ゴルフにおいて女子プロゴルファーの活躍等により、緩やかな回復の兆しが見え

てまいりました。 

 このような状況の中で当社グループは、「独創の技術と最高の製品で世界に貢献する」を経営理念に掲げ、「健

康」をテーマに世界のお客様の満足にお応えする「体に優しい物づくり」を進めるとともに、新理論・新素材・新

機能・デザインならびに品質向上に裏づけされた高付加価値商品の開発・宣伝・販売・サービス・マーケティング

に積極的に取り組み、製・商品を市場に投入してまいりました。 

 以上の結果、当期の連結売上高は343億88百万円（前期比3.2％増）と増加しましたが、経常利益は為替が円安に

推移したことによる仕入原価の上昇とシャトルコックおよび原油価格の高騰等による原材料の調達コスト上昇によ

り15億66百万円（前期比43.5％減）と減少しました。また、減損会計導入に伴い固定資産の減損損失を59億30百万

円計上しましたので、当期純損失は51億82百万円（前期は13億14百万円の純利益）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

(訂正前） 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純損

失が43億93百万円（前連結会計年度は25億34百万円の純利益）となりましたが、非資金費用の影響および税金費用

等を加味した営業活動による収入は７億84百万円となり、ＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）システム構築

をはじめとした投資活動の支出11億５百万円と配当金等の財務活動の支出３億89百万円等により期首残高に比べて

６億49百万円減少し、当連結会計年度末は99億13百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、得られた資金は７億84百万円（前連結会計年度比61.7％減）となりました。これは主に、減損

損失等の非資金費用の影響と税金費用の支出によるものであります。なお、前連結会計年度に比べ減少しているの

は、当連結会計年度は、営業収入が増加したものの、原材料の調達コスト上昇の影響等により運転資金が増加した

ことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は11億５百万円（前連結会計年度比145.7％増）となりました。これは主に、Ｓ

ＣＭ（サプライチェーンマネジメント）システム構築に係る支出と東京工場の新事務所棟建築および駐車場用地購

入によるものであります。前連結会計年度に比べ増加しているのは、前連結会計年度においてYONEX CORPORATION 

U.S.A.の事務所移転に伴い建物および土地の売却収入があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は３億89百万円（前連結会計年度比1.3％増）となりました。これは主に、配当

金の支払によるものであります。 

(訂正後） 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純損

失が46億96百万円（前連結会計年度は25億34百万円の純利益）となりましたが、非資金費用の影響および税金費用

等を加味した営業活動による収入は７億84百万円となり、ＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）システム構築

をはじめとした投資活動の支出10億10百万円と配当金等の財務活動の支出３億89百万円等により期首残高に比べて

５億49百万円減少し、当連結会計年度末は100億13百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、得られた資金は７億84百万円（前連結会計年度比61.7％減）となりました。これは主に、減損

損失等の非資金費用の影響と税金費用の支出によるものであります。なお、前連結会計年度に比べ減少しているの

は、当連結会計年度は、営業収入が増加したものの、原材料の調達コスト上昇の影響等により運転資金が増加した

ことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は10億10百万円（前連結会計年度比124.6％増）となりました。これは主に、Ｓ

ＣＭ（サプライチェーンマネジメント）システム構築に係る支出と東京工場の新事務所棟建築および駐車場用地購

入によるものであります。前連結会計年度に比べ増加しているのは、前連結会計年度においてYONEX CORPORATION 

U.S.A.の事務所移転に伴い建物および土地の売却収入があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は３億89百万円（前連結会計年度比1.3％増）となりました。これは主に、配当

金の支払によるものであります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 概要 

 (訂正前） 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰とＩＴ関連分野の在庫調整など懸念されたものの、期

を通じ踊り場局面はほぼ脱却した見方のもとで、設備投資の増加、個人消費の持ち直しなど、景気は底離れから

緩やかながら回復基調が続きました。 

 世界経済は、米国や中国では景気拡大が継続し、欧州では緩やかな回復が見られました。 

 このような状況の中で当社グループは、「独創の技術と最高の製品で世界に貢献する」を経営理念に掲げ、

「健康」をテーマに世界のお客様の満足にお応えする「体に優しい物づくり」を進めるとともに、新理論・新素

材・新機能・デザインならびに品質向上に裏づけされた高付加価値商品の開発・宣伝・販売・サービス・マーケ

ティングに積極的に取り組み、製・商品を市場に投入してまいりました。 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べて3.2％増収の343億88百万円と過去最高となりましたが、

経常利益は為替が円安に推移したことによる仕入原価の上昇とシャトルコックおよび原油価格の高騰による原材

料の調達コスト上昇により、前連結会計年度に比べ43.5％減益の15億66百万円となりました。また、減損会計導

入に伴い固定資産の減損損失を59億30百万円計上しましたので、当期純損失は49億79百万円（前連結会計年度13

億14百万円の純利益）となりました。 

 (訂正後） 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰とＩＴ関連分野の在庫調整など懸念されたものの、期

を通じ踊り場局面はほぼ脱却した見方のもとで、設備投資の増加、個人消費の持ち直しなど、景気は底離れから

緩やかながら回復基調が続きました。 

 世界経済は、米国や中国では景気拡大が継続し、欧州では緩やかな回復が見られました。 

 このような状況の中で当社グループは、「独創の技術と最高の製品で世界に貢献する」を経営理念に掲げ、

「健康」をテーマに世界のお客様の満足にお応えする「体に優しい物づくり」を進めるとともに、新理論・新素

材・新機能・デザインならびに品質向上に裏づけされた高付加価値商品の開発・宣伝・販売・サービス・マーケ

ティングに積極的に取り組み、製・商品を市場に投入してまいりました。 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べて3.2％増収の343億88百万円と過去最高となりましたが、

経常利益は為替が円安に推移したことによる仕入原価の上昇とシャトルコックおよび原油価格の高騰による原材

料の調達コスト上昇により、前連結会計年度に比べ43.5％減益の15億66百万円となりました。また、減損会計導

入に伴い固定資産の減損損失を59億30百万円計上しましたので、当期純損失は51億82百万円（前連結会計年度13

億14百万円の純利益）となりました。 

⑤ 経常利益及び税金等調整前当期純利益 

 (訂正前） 

 経常利益は、当期末為替レートが前期末為替レートに対して円安であったため、為替差益が計上されたもの

の、前連結会計年度の27億74百万円から43.5％減益の15億66百万円となりました。税金等調整前当期純利益は、

減損会計導入に伴い固定資産の減損損失が大きく発生しましたので、前連結会計年度の25億34百万円に対し、当

連結会計年度は43億93百万円の税金等調整前当期純損失となりました。 

 (訂正後） 

 経常利益は、当期末為替レートが前期末為替レートに対して円安であったため、為替差益が計上されたもの

の、前連結会計年度の27億74百万円から43.5％減益の15億66百万円となりました。税金等調整前当期純利益は、

減損会計導入に伴い固定資産の減損損失が大きく発生しましたので、前連結会計年度の25億34百万円に対し、当

連結会計年度は46億96百万円の税金等調整前当期純損失となりました。 



⑥ 法人税等 

 (訂正前） 

税金等調整前当期純利益に対する法人税の比率は、前連結会計年度の48.1％に対し、当連結会計年度は

13.3％（税金等調整前当期純損失）となりました。法定実効税率40.5％との主な差異の内容は、当期に計上した

減損損失に係わる一時差異について繰延税金資産を計上しなかったことによるものであります。 

 (訂正後） 

税金等調整前当期純利益に対する法人税の比率は、前連結会計年度の48.1％に対し、当連結会計年度は

10.3％（税金等調整前当期純損失）となりました。法定実効税率40.5％との主な差異の内容は、当期に計上した

減損損失に係わる一時差異について繰延税金資産を計上しなかったことによるものであります。 

⑦ 当期純利益 

 (訂正前） 

 当期純利益は、前連結会計年度の13億14百万円に対し、当連結会計年度は49億79百万円の当期純損失となりま

した。１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の55.41円に対し、当連結会計年度は213.06円の１株当たり当

期純損失となりました。 

 (訂正後） 

 当期純利益は、前連結会計年度の13億14百万円に対し、当連結会計年度は51億82百万円の当期純損失となりま

した。１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の55.41円に対し、当連結会計年度は221.77円の１株当たり当

期純損失となりました。 

(3）流動性及び資金の源泉 

(訂正前） 

 当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、７億84百万円の資金増加（前連結会計年度

は20億50百万円の資金増加）となりました。これは主に、減損損失等の非資金費用の影響と税金費用の支出によるも

のです。投資活動によるキャッシュ・フローでは、11億５百万円の資金減少（前連結会計年度は４億50百万円の資金

減少）となりました。これは主に、ＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）システム構築に係る支出と東京工場の

新事務所棟建築および駐車場用地購入によるものです。財務活動によるキャッシュ・フローでは、３億89百万円の資

金減少（前連結会計年度は３億84百万円の資金減少）となりました。これは主に、配当金の支払によるものです。 

 これらの結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末より６億49百万円減少し99億13百万円（前連

結会計年度比6.2％減）となりました。 

(訂正後） 

 当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、７億84百万円の資金増加（前連結会計年度

は20億50百万円の資金増加）となりました。これは主に、減損損失等の非資金費用の影響と税金費用の支出によるも

のです。投資活動によるキャッシュ・フローでは、10億10百万円の資金減少（前連結会計年度は４億50百万円の資金

減少）となりました。これは主に、ＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）システム構築に係る支出と東京工場の

新事務所棟建築および駐車場用地購入によるものです。財務活動によるキャッシュ・フローでは、３億89百万円の資

金減少（前連結会計年度は３億84百万円の資金減少）となりました。これは主に、配当金の支払によるものです。 

 これらの結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末より５億49百万円減少し100億13百万円（前

連結会計年度比5.2％減）となりました。 



第５【経理の状況】 

２．監査証明について 

(訂正前） 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日か

ら平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財

務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

(訂正後） 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日か

ら平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財

務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

 なお、有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載しているとおり、在外連結子会社の元会計課長による金員

の横領があったため、証券取引法第24条の２第１項の規定に基づき、連結財務諸表を訂正しておりますが、訂正後

の連結財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けており、改めて監査報告書を受領しております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

(訂正前） 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   10,959,779   10,286,561  

２．受取手形及び売掛金   9,183,556   9,604,816  

３．たな卸資産   3,609,001   3,548,675  

４．繰延税金資産   424,195   356,936  

５．その他   417,895   509,114  

貸倒引当金   △136,955   △144,853  

流動資産合計   24,457,473 55.6  24,161,251 62.2 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  9,946,734   9,059,087   

減価償却累計額  5,194,486 4,752,247  5,388,998 3,670,088  

(2）機械装置及び運搬具  2,724,226   2,854,419   

減価償却累計額  2,084,391 639,835  2,164,944 689,474  

(3）工具器具及び備品  1,413,267   1,504,056   

減価償却累計額  1,161,377 251,889  1,215,460 288,596  

(4）コース勘定   3,118,788   363,887  

(5）立木   293,839   27,975  

(6）土地   8,775,232   7,587,186  

(7）建設仮勘定   4,753   11,259  

有形固定資産合計   17,836,585 40.6  12,638,470 32.5 

２．無形固定資産   252,704 0.6  237,826 0.6 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  38,514   268,068  

(2）繰延税金資産   1,045,945   1,157,601  

(3）その他   558,279   616,805  

貸倒引当金   △209,307   △215,744  

投資その他の資産合計   1,433,432 3.2  1,826,730 4.7 

固定資産合計   19,522,722 44.4  14,703,027 37.8 

資産合計   43,980,195 100.0  38,864,279 100.0 

        
 



次へ 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   3,553,144   3,489,964  

２．未払金   654,292   965,319  

３．未払法人税等   735,310   83,385  

４．未払消費税等   106,066   98,403  

５．賞与引当金   556,982   532,110  

６．設備支払手形   143,564   150,187  

７．その他   331,179   740,927  

流動負債合計   6,080,541 13.8  6,060,298 15.6 

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金   1,645,513   1,755,707  

２．役員退職慰労引当金   886,020   913,770  

３．預り保証金   2,850,350   2,750,188  

固定負債合計   5,381,884 12.3  5,419,666 13.9 

負債合計   11,462,426 26.1  11,479,965 29.5 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  4,706,600 10.7  4,706,600 12.1 

Ⅱ 資本剰余金   7,483,439 17.0  7,483,439 19.3 

Ⅲ 利益剰余金   20,679,712 47.0  15,295,890 39.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  6,235 0.0  98,394 0.3 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △337,762 △0.8  △176,077 △0.5 

Ⅵ 自己株式 ※３  △20,456 △0.0  △23,933 △0.1 

資本合計   32,517,769 73.9  27,384,313 70.5 

負債・資本合計   43,980,195 100.0  38,864,279 100.0 

        



(訂正後） 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   10,959,779   10,286,561  

２．受取手形及び売掛金   9,183,556   9,599,367  

３．たな卸資産   3,609,001   3,548,675  

４．繰延税金資産   424,195   356,936  

５．その他   417,895   506,328  

貸倒引当金   △136,955   △144,853  

流動資産合計   24,457,473 55.6  24,153,016 62.0 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  9,946,734   9,059,087   

減価償却累計額  5,194,486 4,752,247  5,388,998 3,670,088  

(2）機械装置及び運搬具  2,724,226   2,854,419   

減価償却累計額  2,084,391 639,835  2,164,944 689,474  

(3）工具器具及び備品  1,413,267   1,504,056   

減価償却累計額  1,161,377 251,889  1,215,460 288,596  

(4）コース勘定   3,118,788   363,887  

(5）立木   293,839   27,975  

(6）土地   8,775,232   7,587,186  

(7）建設仮勘定   4,753   11,259  

有形固定資産合計   17,836,585 40.6  12,638,470 32.4 

２．無形固定資産   252,704 0.6  237,826 0.6 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  38,514   268,068  

(2）繰延税金資産   1,045,945   1,262,618  

(3）その他   558,279   938,605  

貸倒引当金   △209,307   △537,543  

投資その他の資産合計   1,433,432 3.2  1,931,748 5.0 

固定資産合計   19,522,722 44.4  14,808,045 38.0 

資産合計   43,980,195 100.0  38,961,061 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   3,553,144   3,799,983  

２．未払金   654,292   965,319  

３．未払法人税等   735,310   83,385  

４．未払消費税等   106,066   98,403  

５．賞与引当金   556,982   532,110  

６．設備支払手形   143,564   150,187  

７．その他   331,179   744,473  

流動負債合計   6,080,541 13.8  6,373,863 16.4 

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金   1,645,513   1,755,707  

２．役員退職慰労引当金   886,020   913,770  

３．預り保証金   2,850,350   2,750,188  

固定負債合計   5,381,884 12.3  5,419,666 13.9 

負債合計   11,462,426 26.1  11,793,530 30.3 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  4,706,600 10.7  4,706,600 12.1 

Ⅱ 資本剰余金   7,483,439 17.0  7,483,439 19.2 

Ⅲ 利益剰余金   20,679,712 47.0  15,092,554 38.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  6,235 0.0  98,394 0.3 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △337,762 △0.8  △189,523 △0.5 

Ⅵ 自己株式 ※３  △20,456 △0.0  △23,933 △0.1 

資本合計   32,517,769 73.9  27,167,531 69.7 

負債・資本合計   43,980,195 100.0  38,961,061 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

(訂正前） 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

        
        

Ⅶ 特別損失        

１．機械装置及び運搬具売
却損 

 1,354   2,756   

２．工具器具及び備品売却
損 

 244   325   

３．固定資産除却損 ※２ 51,979   24,388   

４．減損損失 ※３ －   5,930,185   

５．投資有価証券評価損  7,621   141   

６．ゴルフ会員権評価損  2,570   2,140   

７．新潟中越地震による災
害損失 

 177,348   －   

８．在外連結子会社におけ
る資産再評価損 

 18,768 259,888 0.8 － 5,959,938 17.3 

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失（△） 

  2,534,664 7.6  △4,393,030 △12.8 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,340,750   692,680   

法人税等調整額  △120,483 1,220,267 3.7 △106,687 585,992 1.7 

当期純利益又は当期純
損失（△） 

  1,314,397 3.9  △4,979,022 △14.5 

        



(訂正後） 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

        
        

Ⅶ 特別損失        

１．機械装置及び運搬具売
却損 

 1,354   2,756   

２．工具器具及び備品売却
損 

 244   325   

３．固定資産除却損 ※２ 51,979   24,388   

４．減損損失 ※３ －   5,930,185   

５．投資有価証券評価損  7,621   141   

６．ゴルフ会員権評価損  2,570   2,140   

７．在外連結子会社におけ
る不正流用損失 

※４ －   303,872   

８．新潟中越地震による災
害損失 

 177,348   －   

９．在外連結子会社におけ
る資産再評価損 

 18,768 259,888 0.8 － 6,263,810 18.2 

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失（△） 

  2,534,664 7.6  △4,696,902 △13.7 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,340,750   692,680   

法人税等調整額  △120,483 1,220,267 3.7 △207,223 485,456 1.4 

当期純利益又は当期純
損失（△） 

  1,314,397 3.9  △5,182,359 △15.1 

        



③【連結剰余金計算書】 

(訂正前） 

(訂正後） 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   7,483,439  7,483,439 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   7,483,439  7,483,439 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   19,736,203  20,679,712 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  1,314,397 1,314,397 － － 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．当期純損失  －  4,979,022  

２．配当金  350,688  385,599  

３．役員賞与  20,200 370,888 19,200 5,383,822 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   20,679,712  15,295,890 

      

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   7,483,439  7,483,439 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   7,483,439  7,483,439 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   19,736,203  20,679,712 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  1,314,397 1,314,397 － － 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．当期純損失  －  5,182,359  

２．配当金  350,688  385,599  

３．役員賞与  20,200 370,888 19,200 5,587,158 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   20,679,712  15,092,554 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(訂正前） 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利益
又は税金等調整前当期純
損失（△） 

 2,534,664 △4,393,030 

減価償却費  564,957 530,445 

貸倒引当金の増加（△減
少）額 

 △3,450 23,930 

賞与引当金の増加（△減
少）額 

 72,729 △26,396 

退職給付引当金の増加額  105,363 110,193 

役員退職慰労引当金の増
加額 

 19,110 27,750 

長期前払費用償却  19,015 38,309 

受取利息及び受取配当金  △15,236 △18,391 

支払利息  5,439 9,662 

為替差損益  △15,155 △26,174 

有形固定資産売却益  △17,091 △702 

有形固定資産除売却損  53,578 27,471 

投資有価証券評価損  7,621 141 

ゴルフ会員権評価損  2,570 2,140 

在外連結子会社における
資産再評価損 

 18,768 － 

新潟中越地震による災害
損失 

 177,348 － 

減損損失  － 5,930,185 

その他収益  △90,710 △108,704 

その他支出  28,674 26,686 

売上債権の増加額  △216,176 △370,000 

たな卸資産の減少額  138,449 107,940 

仕入債務の増加（△減
少）額 

 25,739 △3,304 

未払消費税等の減少額  △2,459 △7,663 

その他資産の増加額  △56,631 △16,880 

その他負債の増加額  73,458 297,592 

役員賞与支払額  △20,200 △19,200 

小計  3,410,376 2,142,001 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取額  13,346 18,932 

利息の支払額  △6,311 △9,087 

その他収益の受取額  90,169 123,596 

その他支出の支払額  △100,037 △147,070 

法人税等の支払額  △1,356,650 △1,344,292 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,050,893 784,080 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金の預入による支
出 

 △421,417 △365,449 

定期預金の払出による収
入 

 341,148 401,826 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △674,880 △855,527 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 575,061 1,483 

有形固定資産の除却に伴
う支出 

 △4,899 △14,872 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △1,203 △74,807 

貸付けによる支出  △104,817 △61,400 

貸付金の回収による収入  27,128 48,303 

その他固定資産の取得に
よる支出 

 △188,692 △194,417 

その他固定資産の売却に
よる収入 

 2,567 9,001 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △450,007 △1,105,858 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の純減少額  △3,816 － 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △20,802 － 

配当金の支払額  △351,470 △386,417 

その他  △8,663 △3,476 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △384,752 △389,894 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △1,431 61,800 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加（△減少）額 

 1,214,702 △649,871 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 9,348,595 10,563,297 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 10,563,297 9,913,425 

     



(訂正後） 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利益
又は税金等調整前当期純
損失（△） 

 2,534,664 △4,696,902 

減価償却費  564,957 530,445 

貸倒引当金の増加（△減
少）額 

 △3,450 327,803 

賞与引当金の増加（△減
少）額 

 72,729 △26,396 

退職給付引当金の増加額  105,363 110,193 

役員退職慰労引当金の増
加額 

 19,110 27,750 

長期前払費用償却  19,015 38,309 

受取利息及び受取配当金  △15,236 △18,391 

支払利息  5,439 9,662 

為替差損益  △15,155 △26,174 

有形固定資産売却益  △17,091 △702 

有形固定資産除売却損  53,578 27,471 

投資有価証券評価損  7,621 141 

ゴルフ会員権評価損  2,570 2,140 

在外連結子会社における
不正流用損失 

 － 303,872 

在外連結子会社における
資産再評価損 

 18,768 － 

新潟中越地震による災害
損失 

 177,348 － 

減損損失  － 5,930,185 

その他収益  △90,710 △108,704 

その他支出  28,674 26,686 

売上債権の増加額  △216,176 △364,854 

たな卸資産の減少額  138,449 107,940 

仕入債務の増加額  25,739 289,442 

未払消費税等の減少額  △2,459 △7,663 

その他資産の増加額  △56,631 △318,121 

その他負債の増加額  73,458 300,941 

役員賞与支払額  △20,200 △19,200 

小計  3,410,376 2,445,873 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取額  13,346 18,932 

利息の支払額  △6,311 △9,087 

その他収益の受取額  90,169 123,596 

その他支出の支払額  △100,037 △147,070 

在外連結子会社における
不正流用による支出額 

 － △303,872 

法人税等の支払額  △1,356,650 △1,344,292 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,050,893 784,080 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金の預入による支
出 

 △421,417 △365,449 

定期預金の払出による収
入 

 341,148 496,746 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △674,880 △855,527 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 575,061 1,483 

有形固定資産の除却に伴
う支出 

 △4,899 △14,872 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △1,203 △74,807 

貸付けによる支出  △104,817 △61,400 

貸付金の回収による収入  27,128 48,303 

その他固定資産の取得に
よる支出 

 △188,692 △194,417 

その他固定資産の売却に
よる収入 

 2,567 9,001 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △450,007 △1,010,938 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の純減少額  △3,816 － 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △20,802 － 

配当金の支払額  △351,470 △386,417 

その他  △8,663 △3,476 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △384,752 △389,894 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △1,431 67,400 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加（△減少）額 

 1,214,702 △549,351 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 9,348,595 10,563,297 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 10,563,297 10,013,945 

     



注記事項 

（連結損益計算書関係） 

(訂正前） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．研究開発費の総額 一般管理費及び当期製造

費用に含まれる研究開発

費 

531,628千円

一般管理費及び当期製造

費用に含まれる研究開発

費 

651,084千円

※２．固定資産除却損の内

訳 

建物及び構築物 23,012千円

機械装置及び運搬具 6,305千円

工具器具及び備品 19,398千円

コース勘定 2,763千円

ソフトウェア 498千円

計 51,979千円

建物及び構築物     16,697千円

機械装置及び運搬具      3,904千円

工具器具及び備品      3,786千円

計     24,388千円

※３．減損損失 ──────   当連結会計年度において、当社グループ

は以下の資産について減損損失を計上して

おります。 

   (1)減損損失を認識した主な資産  

   (2)減損損失の認識に至った経緯  

   ゴルフ場事業の著しい収益性の悪化や

近年の地価の下落により、上記資産グル

ープの帳簿価額を回収可能限度額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。 

   (3)減損損失の金額 

   (4)資産のグルーピングの方法 

   当社グループは、管理会計上の事業区

分に基づく事業所単位をキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位としてグルー

ピングしております。 

   (5)回収可能価額の算定方法 

   ゴルフ場関連資産の回収可能価額は、

正味売却価額により測定しており、その

評価額は不動産鑑定士の「不動産鑑定評

価書」によっております。 

用途 ゴルフ場  

場所 新潟県長岡市寺泊志戸橋  

種類 土地及びコース勘定他  

種類 金額（千円） 

建物 629,643

構築物 775,508

コース勘定  2,821,859

土地 1,386,257

その他 316,915

計 5,930,185



(訂正後） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．研究開発費の総額 一般管理費及び当期製造

費用に含まれる研究開発

費 

531,628千円

一般管理費及び当期製造

費用に含まれる研究開発

費 

651,084千円

※２．固定資産除却損の内

訳 

建物及び構築物 23,012千円

機械装置及び運搬具 6,305千円

工具器具及び備品 19,398千円

コース勘定 2,763千円

ソフトウェア 498千円

計 51,979千円

建物及び構築物     16,697千円

機械装置及び運搬具      3,904千円

工具器具及び備品      3,786千円

計     24,388千円

※３．減損損失 ──────   当連結会計年度において、当社グループ

は以下の資産について減損損失を計上して

おります。 

   (1)減損損失を認識した主な資産  

   (2)減損損失の認識に至った経緯  

   ゴルフ場事業の著しい収益性の悪化や

近年の地価の下落により、上記資産グル

ープの帳簿価額を回収可能限度額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。 

   (3)減損損失の金額 

   (4)資産のグルーピングの方法 

   当社グループは、管理会計上の事業区

分に基づく事業所単位をキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位としてグルー

ピングしております。 

   (5)回収可能価額の算定方法 

   ゴルフ場関連資産の回収可能価額は、

正味売却価額により測定しており、その

評価額は不動産鑑定士の「不動産鑑定評

価書」によっております。 

用途 ゴルフ場  

場所 新潟県長岡市寺泊志戸橋  

種類 土地及びコース勘定他  

種類 金額（千円） 

建物 629,643

構築物 775,508

コース勘定  2,821,859

土地 1,386,257

その他 316,915

計 5,930,185

※４．在外連結子会社にお

ける不正流用損失 

──────  連結子会社のYONEX TAIWAN CO.,LTD.に

おいて発生した不正流用に係る貸倒引当金

繰入額相当分であります。 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

(訂正前） 

(訂正後） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 10,959,779千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △396,481千円

現金及び現金同等物 10,563,297千円

現金及び預金勘定 10,286,561千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △373,135千円

現金及び現金同等物 9,913,425千円

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 10,959,779千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △396,481千円

現金及び現金同等物 10,563,297千円

現金及び預金勘定 10,286,561千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △272,615千円

現金及び現金同等物 10,013,945千円



（税効果会計関係） 

(訂正前） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

流動の部  

繰延税金資産  

賞与引当金 217,862千円 

未払事業税 45,037千円 

未実現棚卸資産利益 61,845千円 

たな卸資産評価損 41,524千円 

貸倒引当金 41,990千円 

未払法定福利費 27,657千円 

その他 58,827千円 

繰延税金資産小計 494,745千円 

評価性引当額 △70,550千円 

繰延税金資産合計   424,195千円 

  

固定の部  

繰延税金資産  

役員退職慰労引当金 358,838千円 

子会社株式評価損 37,927千円 

退職給付引当金 647,112千円 

貸倒引当金 8,013千円 

繰越欠損金 590,820千円 

その他 29,925千円 

繰延税金資産小計 1,672,638千円 

評価性引当額 △604,185千円 

繰延税金資産合計 1,068,452千円 

繰延税金負債との相殺 △22,506千円 

繰延税金資産の純額 1,045,945千円 

  

繰延税金負債  

在外子会社の留保利益    18,261千円 

その他有価証券評価差額金 4,244千円 

繰延税金負債合計 22,506千円 

繰延税金資産との相殺 △22,506千円 

繰延税金負債の純額   －千円 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

流動の部  

繰延税金資産  

賞与引当金    210,396千円 

未払事業税 14,177千円 

未実現棚卸資産利益 32,273千円 

たな卸資産評価損 48,387千円 

貸倒引当金 46,238千円 

未払法定福利費 26,524千円 

その他 50,135千円 

繰延税金資産小計 428,132千円 

評価性引当額 △71,196千円 

繰延税金資産合計 356,936千円 

  

固定の部  

繰延税金資産  

役員退職慰労引当金 354,853千円 

子会社株式評価損 37,927千円 

退職給付引当金 710,378千円 

貸倒引当金 11,409千円 

繰越欠損金 762,380千円 

減損損失 2,388,361千円 

その他 13,052千円 

繰延税金資産小計 4,278,362千円 

評価性引当額 △3,025,527千円 

繰延税金資産合計 1,252,834千円 

繰延税金負債との相殺 △95,233千円 

繰延税金資産の純額 1,157,601千円 

  

繰延税金負債  

在外子会社の留保利益 24,567千円 

その他有価証券評価差額金 66,974千円 

その他 3,691千円 

繰延税金負債合計 95,233千円 

繰延税金資産との相殺 △95,233千円 

繰延税金負債の純額 －千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

法定実効税率 40.5％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
1.1％ 

住民税均等割 1.7％ 

留保金課税 4.9％ 

子会社欠損金の税効果 3.0％ 

適格合併による被合併法人の繰越

欠損金 
△2.1％ 

その他 △1.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.1％ 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

（注）当期の法定実効税率は税金等調整前当期純損失の  

ため、負担率を△表示としております。 

法定実効税率 △40.5％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
1.1％ 

住民税均等割 1.2％ 

留保金課税 0.2％ 

評価性引当額の増減 52.2％ 

その他 △0.9％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.3％ 



(訂正後） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

流動の部  

繰延税金資産  

賞与引当金 217,862千円 

未払事業税 45,037千円 

未実現棚卸資産利益 61,845千円 

たな卸資産評価損 41,524千円 

貸倒引当金 41,990千円 

未払法定福利費 27,657千円 

その他 58,827千円 

繰延税金資産小計 494,745千円 

評価性引当額 △70,550千円 

繰延税金資産合計   424,195千円 

  

固定の部  

繰延税金資産  

役員退職慰労引当金 358,838千円 

子会社株式評価損 37,927千円 

退職給付引当金 647,112千円 

貸倒引当金 8,013千円 

繰越欠損金 590,820千円 

その他 29,925千円 

繰延税金資産小計 1,672,638千円 

評価性引当額 △604,185千円 

繰延税金資産合計 1,068,452千円 

繰延税金負債との相殺 △22,506千円 

繰延税金資産の純額 1,045,945千円 

  

繰延税金負債  

在外子会社の留保利益    18,261千円 

その他有価証券評価差額金 4,244千円 

繰延税金負債合計 22,506千円 

繰延税金資産との相殺 △22,506千円 

繰延税金負債の純額   －千円 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

流動の部  

繰延税金資産  

賞与引当金    210,396千円 

未払事業税 14,177千円 

未実現棚卸資産利益 32,273千円 

たな卸資産評価損 48,387千円 

貸倒引当金 46,238千円 

未払法定福利費 26,524千円 

その他 50,135千円 

繰延税金資産小計 428,132千円 

評価性引当額 △71,196千円 

繰延税金資産合計 356,936千円 

  

固定の部  

繰延税金資産  

役員退職慰労引当金 354,853千円 

子会社株式評価損 37,927千円 

退職給付引当金 710,378千円 

貸倒引当金 91,859千円 

繰越欠損金 762,380千円 

減損損失 2,388,361千円 

その他 13,052千円 

繰延税金資産小計 4,358,812千円 

評価性引当額 △3,025,527千円 

繰延税金資産合計 1,333,284千円 

繰延税金負債との相殺 △70,665千円 

繰延税金資産の純額 1,262,618千円 

  

繰延税金負債  

在外子会社の留保利益 －千円 

その他有価証券評価差額金 66,974千円 

その他 3,691千円 

繰延税金負債合計 70,665千円 

繰延税金資産との相殺 △70,665千円 

繰延税金負債の純額 －千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

法定実効税率 40.5％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
1.1％ 

住民税均等割 1.7％ 

留保金課税 4.9％ 

子会社欠損金の税効果 3.0％ 

適格合併による被合併法人の繰越

欠損金 
△2.1％ 

その他 △1.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.1％ 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

（注）当期の法定実効税率は税金等調整前当期純損失の  

ため、負担率を△表示としております。 

法定実効税率 △40.5％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.5％ 

住民税均等割 1.1％ 

留保金課税 0.2％ 

評価性引当額の増減 49.5％ 

その他 △0.5％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 10.3％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

(訂正前） 

当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、製品（商品または役務を含む）の種類、性質および販売市場の類似性を主眼にした区分によっ

ております。 

２．各事業区分の主要な事業内容 

(1）スポーツ用品事業……バドミントン用品、テニス用品、ゴルフ用品等の製造・販売 

(2）スポーツ施設事業……ゴルフ場、テニス・ゴルフ練習場の運営 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,413,629千円であり、その内訳は親会社での

余資運用資金（定期預金）および繰延税金資産であります。 

４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しております。これにより減価償却費は当該変更前に比べ83,581千円減少しており

ます。この結果、スポーツ施設事業の営業費用は83,581千円減少し、営業損失は同額減少しております。 

 
スポーツ用品
事業（千円） 

スポーツ施設
事業（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 33,950,660 437,526 34,388,186 － 34,388,186 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
21,076 － 21,076 △21,076 － 

計 33,971,736 437,526 34,409,263 △21,076 34,388,186 

営業費用 32,493,772 493,988 32,987,761 △21,076 32,966,685 

営業利益（又は営業損失△） 1,477,964 △56,462 1,421,501 － 1,421,501 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
     

資産 32,293,737 2,156,912 34,450,650 4,413,629 38,864,279 

減価償却費 504,325 26,119 530,445 － 530,445 

減損損失 － 5,930,185 5,930,185 － 5,930,185 

資本的支出 877,861 332,517 1,210,378 － 1,210,378 



(訂正後） 

当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、製品（商品または役務を含む）の種類、性質および販売市場の類似性を主眼にした区分によっ

ております。 

２．各事業区分の主要な事業内容 

(1）スポーツ用品事業……バドミントン用品、テニス用品、ゴルフ用品等の製造・販売 

(2）スポーツ施設事業……ゴルフ場、テニス・ゴルフ練習場の運営 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,518,647千円であり、その内訳は親会社での

余資運用資金（定期預金）および繰延税金資産であります。 

４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しております。これにより減価償却費は当該変更前に比べ83,581千円減少しており

ます。この結果、スポーツ施設事業の営業費用は83,581千円減少し、営業損失は同額減少しております。 

 
スポーツ用品
事業（千円） 

スポーツ施設
事業（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 33,950,660 437,526 34,388,186 － 34,388,186 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
21,076 － 21,076 △21,076 － 

計 33,971,736 437,526 34,409,263 △21,076 34,388,186 

営業費用 32,493,772 493,988 32,987,761 △21,076 32,966,685 

営業利益（又は営業損失△） 1,477,964 △56,462 1,421,501 － 1,421,501 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
     

資産 32,285,501 2,156,912 34,442,414 4,518,647 38,961,061 

減価償却費 504,325 26,119 530,445 － 530,445 

減損損失 － 5,930,185 5,930,185 － 5,930,185 

資本的支出 877,861 332,517 1,210,378 － 1,210,378 



【所在地別セグメント情報】 

(訂正前） 

当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米   （米国、カナダ） 

(2）ヨーロッパ（英国、ドイツ） 

(3）アジア  （台湾） 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,413,629千円であり、その内訳は親会社での

余資運用資金（定期預金）および繰延税金資産であります。 

４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しております。これにより減価償却費は当該変更前に比べ83,581千円減少しており

ます。この結果、日本の営業費用は83,581千円減少し、営業利益は同額増加しております。 

 日本（千円） 北米（千円） 
ヨーロッパ 
（千円） 

アジア（千円） 計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する

売上高 
31,194,685 944,486 1,791,453 457,562 34,388,186 － 34,388,186 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

1,790,916 474 3,427 2,096,302 3,891,120 △3,891,120 － 

計 32,985,601 944,960 1,794,880 2,553,864 38,279,307 △3,891,120 34,388,186 

営業費用 31,576,085 1,070,268 1,787,828 2,520,735 36,954,918 △3,988,233 32,966,685 

営業利益 1,409,515 △125,308 7,051 33,129 1,324,388 97,113 1,421,501 

Ⅱ 資産 35,850,726 1,048,344 1,706,805 869,081 39,474,958 △610,679 38,864,279 



(訂正後） 

当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米   （米国、カナダ） 

(2）ヨーロッパ（英国、ドイツ） 

(3）アジア  （台湾） 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,518,647千円であり、その内訳は親会社での

余資運用資金（定期預金）および繰延税金資産であります。 

４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しております。これにより減価償却費は当該変更前に比べ83,581千円減少しており

ます。この結果、日本の営業費用は83,581千円減少し、営業利益は同額増加しております。 

 日本（千円） 北米（千円） 
ヨーロッパ 
（千円） 

アジア（千円） 計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する

売上高 
31,194,685 944,486 1,791,453 457,562 34,388,186 － 34,388,186 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

1,790,916 474 3,427 2,096,302 3,891,120 △3,891,120 － 

計 32,985,601 944,960 1,794,880 2,553,864 38,279,307 △3,891,120 34,388,186 

営業費用 31,576,085 1,070,268 1,787,828 2,520,735 36,954,918 △3,988,233 32,966,685 

営業利益 1,409,515 △125,308 7,051 33,129 1,324,388 97,113 1,421,501 

Ⅱ 資産 35,850,726 1,048,344 1,706,805 860,846 39,466,722 △505,661 38,961,061 



（１株当たり情報） 

(訂正前） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(訂正後） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,390円55銭 1,171円87銭 

１株当たり当期純利益又は当期純損

失（△） 
55円41銭 △213円06銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、１株当たり当期

純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 1,314,397 △4,979,022 

普通株主に帰属しない金額（千円） 19,200 － 

（うち利益処分による役員賞与金（千円）） (19,200) （－） 

普通株式に係る当期純利益又は普通株式に係る

当期純損失（△）（千円） 

1,295,197 △4,979,022 

期中平均株式数（千株） 23,376 23,368 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,390円55銭 1,162円59銭 

１株当たり当期純利益又は当期純損

失（△） 
55円41銭 △221円77銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、１株当たり当期

純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 1,314,397 △5,182,359 

普通株主に帰属しない金額（千円） 19,200 － 

（うち利益処分による役員賞与金（千円）） (19,200) （－） 

普通株式に係る当期純利益又は普通株式に係る

当期純損失（△）（千円） 

1,295,197 △5,182,359 

期中平均株式数（千株） 23,376 23,368 



（重要な後発事象） 

(訂正前） 

(訂正後） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。  連結子会社のYONEX TAIWAN CO.,LTDにおいて、５月上

旬に従業員の不正が発覚しました。現在、内容の詳細お

よび金額を含め、真相解明に鋭意精査中であります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。  連結子会社のYONEX TAIWAN CO.,LTDにおいて、平成18

年５月上旬に従業員の不正が発覚しました。 

 連結損益計算書上反映されたものの他に、翌連結会計

年度に発生した不正流用額は58,728千円相当額でありま

す。 



独立監査人の監査報告書

   平成１８年９月２９日

ヨネックス株式会社    

  取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 寺澤 進   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 板垣 雄士  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヨネ

ックス株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ヨネ

ックス株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第２４条の２第１項の規定に基づ

き連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の連結財務諸表について監査を行った。 

 重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社において平成１８年５月に発覚した従業員の不正による翌連結会

計年度に発生した不正流用額は58,728千円相当額となっている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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